
（平成２３年４月２０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 14 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

福岡国民年金 事案 2391 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年４月から同年８月までの期間、及び

同年 12 月の国民年金保険料については、納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から同年 12月まで 

会社を退職してから国民年金に加入していなかったが、昭和 45 年６月頃、

遡って 43 年４月分からの国民年金の保険料を納めるように指導を受け納付

した。年金のことは詳しくなかったため、言われたとおり納めており、申

立期間の領収書は保管している。申立期間の保険料が未納となっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、申立人が保管する国民年金保険料現金領収証書及び

管轄年金事務所が保管する国民年金保険料領収済通知書から、昭和 45 年６月

22日に過年度納付していることが確認できる。 

また、申立人に係る国民年金被保険者台帳、及び昭和 45 年５月 11 日に払

い出された申立人が保管する国民年金手帳から、申立人が国民年金の被保険者

資格を取得した日は、44 年１月１日であることが確認できるものの、オンラ

イン記録から、申立人の夫は、43 年４月１日に厚生年金保険の被保険者資格

を喪失していることが確認できることから、申立人は、同日において、国民年

金の強制加入被保険者に該当し、国民年金の被保険者資格を取得したと考える

のが自然である。 

さらに、オンライン記録から、申立人は、申立期間中の昭和 43 年９月３日

に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同年 12 月６日に同資格を喪失して

いることが確認でき、当該期間において、国民年金の被保険者に該当しないこ

とが確認できるが、当該期間に係る国民年金保険料が還付されたとする記録は

確認できない。 



  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。しかしながら、申立人は、申立期

間のうち、昭和 43年９月から同年 11月までの期間について厚生年金保険被保

険者であり、国民年金被保険者となり得る期間ではないことが明らかであるこ

とから、年金記録の訂正を行うことはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3508 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間②及び③の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立期間②に係るＡ社（現在は、Ｂ

社）Ｃ支店における資格喪失日に係る記録を昭和 36 年３月１日に、申立期間

③に係る同社Ｄ出張所における資格喪失日に係る記録を同年７月１日に訂正し、

申立期間②の標準報酬月額を 8,000 円、申立期間③の標準報酬月額を１万

2,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間②及び③の厚生年金保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 35年６月 25日から同年８月 20日まで 

② 昭和 35年 12月 20日から 36年３月１日まで 

③ 昭和 36年４月 21日から同年７月１日まで 

「ねんきん特別便」を確認したところ、全ての申立期間に係る厚生年金

保険の被保険者記録が無いことが分かった。 

Ａ社に昭和 35 年６月に入社してから定年退職した平成 12 年 10 月末まで

の期間において継続して勤務していたので、全ての申立期間の厚生年金保

険の被保険者記録が無いことに納得できない。 

全ての申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②及び③については、Ｂ社が提出した申立人の従業員経歴簿、申

立人の同社に係る厚生年金保険の被保険者期間が継続しておらず、未加入

期間が有ることにより厚生年金の支給額が減少することに対して同社が補

填することを内容とする申立人と同社との間で締結した「合意書」の記載

内容、及び同社の回答から判断すると、申立人が、申立期間②及び③にお

いて、Ａ社に継続して勤務し（昭和 36 年３月１日に同社Ｃ支店から同社Ｄ

出張所に異動及び同年７月１日に同社Ｄ出張所から同社Ｃ支店に異動）、



  

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店にお

ける昭和 35 年 11 月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から 8,000

円、申立期間③の標準報酬月額については、同社Ｄ出張所における 36 年３

月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から１万 2,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②及び③の厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、Ｂ社は、当時の資料が保管されてお

らず不明であると回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間①については、前述の従業員経歴簿及び「合意書」の記載内容か

ら判断すると、申立人が、申立期間①において、Ａ社に勤務していたこと

は認められる。 

  しかしながら、従業員経歴簿に「入社日 S35 年６月 20 日、入社資格 現

地採用」の記載が有ること、及び「合意書」に「臨時採用日 昭 35 年６月

20 日」の記載が有ることから、申立人は入社当初は臨時採用職員であった

ことが確認できるところ、Ｂ社は、「臨時採用職員の場合には３か月程度

の試用期間があり、その間は社会保険に加入させておらず、給与から厚生

年金保険料は控除していなかった。」と回答している上、複数の同僚が

「試用期間中は社会保険に加入していなかった。」と供述していることな

どから判断すると、当時、申立事業所では、臨時採用職員については必ず

しも入社と同時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない事情がうか

がえる。 

  このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3509 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における

資格取得日に係る記録を昭和 52 年９月 26日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を 18万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨： 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年９月 26日から同年 10月１日まで 

昭和 36 年にＡ社に入社してから平成 11 年に退職するまでの期間におい

て継続して勤務しており、３年８月には当該事業所から 30 年勤続の表彰状

をもらっている。昭和 52 年９月末にＡ社Ｄ支店から同社Ｅ支店に転勤と

なったが、申立期間において厚生年金保険料が給与から控除されていたこ

とは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する人事通知を記載した社報、雇用保険の被保険者記録及び申

立人が保管する当該事業所から交付された 30 年勤続の表彰状から判断すると、

申立人は、同社に継続して勤務し（Ａ社Ｄ支店から同社Ｅ支店に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

   なお、異動日については、Ｂ社が保管する人事通知を記載した社報から、申

立人は、昭和 52 年９月 26 日付けでＡ社Ｅ支店に異動していることが確認で

きるところ、Ｂ社の回答から判断すると、申立期間当時、Ａ社Ｅ支店に係る

厚生年金保険の適用は、同社Ｃ工場において行われていたことが推認される

ことから、同社Ｃ工場における厚生年金保険被保険者の資格取得日を同日と

することが妥当である。 



  

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場に係る厚生

年金保険被保険者名簿の昭和 52 年 10 月の記録から、18 万円とすることが妥

当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当時の資料が無く確認できないため不明としているが、Ｆ健

康保険組合が保管する申立人に係る手書台帳記録、及びＡ社Ｃ工場に係る厚

生年金保険被保険者名簿から、申立人の資格取得日は、いずれも昭和 52 年 10

月１日と一致しており、健康保険組合及び社会保険事務所（当時）の双方が

誤って記録したとは考え難いことから判断すると、事業主は、申立人のＡ社

Ｃ工場における厚生年金保険被保険者資格の取得日を同日として社会保険事

務所に届けていると認められ、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年９月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間

の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3510 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 39 年１月５日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を２

万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年３月 21日から 39年１月５日まで 

    年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、Ｃ社に勤務

していた申立期間に係る被保険者記録が無いとの回答があった。 

昭和 34年 11 月頃に、Ａ社に在籍しながら同社の関連事業所であるＣ社に

出向し、同社に転籍となった時期に係る記憶は無いが、両社において継続

して勤務し、申立期間においては、同社で勤務していたことは事実である

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社及びＣ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間当

時、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚の供述などから判断すると、

申立人がＡ社及び同社の関連事業所であるＣ社に継続して勤務し（昭和 39 年

１月５日にＡ社からＣ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 38 年

２月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、２万円とすることが妥

当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ｂ社は、「当時の状況を明らかにする資料は保管されていない。」と回答

しているが、申立期間中に行われるべき事業主による健康保険厚生年金保険被



  

保険者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく標準報酬月額の定時決定並びに事

業主による資格喪失届などのいずれの機会においても、社会保険事務所（当

時）が記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記

録どおりに被保険者資格の喪失の届出を行い、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 38年３月から同年 12月までの期間に係る保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3511 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②のうち、平成 15 年３月１日から 16 年５月１

日までの期間及び 19 年７月１日から同年８月１日までの期間について、その

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていることが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を、

15 年３月は 56 万円、同年４月は 59 万円、同年５月から 16 年３月までは 53

万円、同年４月は 41 万円、19 年７月は 32 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

と認められる。 

また、申立人の申立期間⑤及び申立期間⑦から申立期間⑫までの標準賞与

額の記録を、申立期間⑤は 13万 5,000円、申立期間⑦は 17万 3,000円、申立

期間⑧は 25 万 3,000 円、申立期間⑨は 16 万 1,000 円、申立期間⑩は 23 万

6,000 円、申立期間⑪は 18 万 1,000 円、申立期間⑫は 26 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年３月１日から 16年５月１日まで 

             ② 平成 16年５月１日から 20年３月１日まで 

             ③ 平成 15年８月５日 

             ④ 平成 15年 12月 29日 

             ⑤ 平成 16年８月５日 

             ⑥ 平成 16年 12月 29日 

             ⑦ 平成 17年８月５日 

             ⑧ 平成 17年 12月 28日 

             ⑨ 平成 18年８月４日 



  

             ⑩ 平成 18年 12月 29日 

             ⑪ 平成 19年８月３日 

             ⑫ 平成 19年 12月 28日 

「ねんきん定期便」により、Ａ社における厚生年金保険の被保険者記録を

確認したところ、平成 15 年３月から 16 年４月までの期間については、給

与から控除されていた厚生年金保険料より低い保険料納付額が記録されて

いた。 

また、平成 16 年５月から 20年２月までの期間については、給与支給総額

よりも低い標準報酬月額が記録されていた。 

さらに、平成 15 年８月から 19年 12月までの期間において 10 回支給され

た賞与については、賞与から控除されていた厚生年金保険料額より低い保

険料納付額又は賞与総支給額よりも低い標準賞与額が記録されていた。 

申立期間について、給与若しくは賞与の総支給額、又は保険料控除額に見

合う標準報酬月額及び標準賞与額の記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①及び②における標準報酬月額の相違について申し立

てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

    したがって、両申立期間のうち、平成 15年３月１日から 16年５月１日ま

での期間及び 19 年７月１日から同年８月１日までの期間における標準報酬

月額については、申立人が提出した給与明細書により確認できる報酬月額

及び厚生年金保険料の控除額から、15 年３月は 56 万円、同年４月は 59 万

円、同年５月から 16 年３月までは 53 万円、同年４月は 41 万円、19 年７月

は 32万円とすることが妥当である。 

    なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該期間に係る申立人の標準報酬月額について、オンラ

イン記録どおりの届出を行ったことを認めていることから、その結果、社

会保険事務所（当時）は、前述の給与明細書により確認できる報酬月額及

び厚生年金保険料の控除額に見合う標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

    一方、申立期間②のうち、平成 16年５月１日から 19年７月１日までの期



  

間及び同年８月１日から 20 年３月１日までの期間については、前述の給与

明細書により、厚生年金保険料の控除額に見合う標準報酬月額は、オンラ

イン記録上の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

また、オンライン記録によれば、申立人の標準報酬月額が遡って引き下げ

られているなど、不自然な形跡は確認できない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

２ 申立人は、申立期間③から申立期間⑫における標準賞与額の相違について

申し立てているが、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる保険料額及び申立人の賞与総支給額のそれぞれに基づく標

準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。 

    したがって、当該期間のうち、申立期間⑤及び申立期間⑦から申立期間⑫

までの期間に係る標準賞与額については、申立人が提出した賞与明細書に

より確認できる賞与総支給額及び厚生年金保険料の控除額から、申立期間

⑤は 13 万 5,000 円、申立期間⑦は 17 万 3,000 円、申立期間⑧は 25 万

3,000 円、申立期間⑨は 16 万 1,000 円、申立期間⑩は 23 万 6,000 円、申立

期間⑪は 18万 1,000円、申立期間⑫は 26万円とすることが妥当である。 

    なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該期間に係る申立人の標準賞与額について、オンライ

ン記録どおりの届出を行ったことを認めていることから、その結果、社会

保険事務所は、前述の賞与明細書により確認できる賞与総支給額及び厚生

年金保険料の控除額に見合う標準賞与額に基づく厚生年金保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

    一方、申立期間③、申立期間④及び申立期間⑥については、前述の賞与明

細書により、厚生年金保険料の控除額に見合う標準賞与額は、オンライン

記録上の標準賞与額より低額又は一致していることが確認できる。 

また、オンライン記録によれば、申立人の標準賞与額が遡って引き下げら

れているなど、不自然な形跡は確認できない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、当該期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3512 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 42 年４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万 3,000 円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年３月 31日から同年４月１日まで 

    昭和 30 年７月 24 日にＡ社に入社し、平成 10 年６月末日に退職するまで

の 42 年間余り、継続して勤務していたにもかかわらず、昭和 42 年３月の

みが厚生年金保険の被保険者期間とされていないことに納得できない。給

与は毎月支給され、給与から社会保険料は控除されていたので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する転勤に関する辞令及び雇用保険の被保険者記録などから

判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 42 年４月１日にＡ社か

ら同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 42

年２月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、３万 3,000円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当時の資料は保管していないものの、転勤に伴う事務処理の

誤りがあったものと考えられると回答している上、事業主が資格喪失日を昭和

42 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所(当時)がこれを同

年３月 31 日と誤って記録するとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪



  

失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険

料について納入の告知を行っておらず(社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。)、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 



  

福岡国民年金 事案2392 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和56年２月から60年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和56年２月から60年３月まで 

申立期間については、私の母親から国民年金に加入したことを知らされ

た。国民年金保険料は、私の収入が少なかったことから、私の母親が立て

替えて納付してくれていた。昭和60年３月頃に自立するため母親と別居し、

同年４月から現在までの保険料は、口座振替によって私が納付している。 

私と母親の記憶しか申立内容を立証する証拠は無いが、申立期間につい

て、母親が保険料を納付していたことに間違いない。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、申立人の国民年金保険料を納付したとする申立人の

母親は、「息子の国民年金の加入手続を行った。」と供述しているが、日本年

金機構及びＡ市がそれぞれ保管する国民年金手帳記号番号払出簿、並びにＡ市

Ｂ区が作成した国民年金被保険者名簿により、申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和58年８月に払い出されていることが確認でき、当該払出時に申立人の

国民年金被保険者資格が56年２月に遡って取得されていることが確認できる上、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も

見当たらず、当該払出時点において、申立期間のうち、56年２月から同年６月

までの期間は、時効により国民年金保険料を納付できない期間である。 

また、申立人の母親は、「国民年金に加入後は、毎月、Ａ市役所かＢ区役

所の窓口で保険料を納付しており、数か月分をまとめて納付したり、過去の保

険料をまとめて支払ったことは無い。」と供述しているところ、申立期間にお

けるＡ市の国民年金保険料の収納方法については、昭和59年３月までは、３か

月分の保険料を１期分として、期毎に年４回発行する納付書で保険料を納付す



  

ることになっていた上、申立期間は、全面的に納付書方式であり、Ａ市役所及

び同市Ｂ区役所の窓口では保険料を納付することはできない。 

さらに、Ａ市Ｂ区が作成した申立人に係る国民年金被保険者名簿及び国民

年金保険料収滞納一覧表から、申立人の申立期間に係る国民年金保険料が納付

されたことを示す記録は確認できない。 

加えて、申立人は、昭和60年３月頃に自立に伴い扶養認定の解除や住民票

の異動を行い、同年４月からは口座振替により保険料を納付したと主張してい

るものの、申立人に係る改製原戸籍の附票から、当該時期の住所の異動は確認

できない上、前述の被保険者名簿及び収滞納一覧表から、口座振替による国民

年金保険料の納付開始月は、平成３年10月からであることが確認できる。 

また、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人は申立期間の国民年金保

険料の納付に直接関与していない上、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付

していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

福岡国民年金 事案 2393 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和38年７月から40年３月までの国民年金保険料については、追納

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年７月から40年３月 

「ねんきん定期便」では、申立期間は国民年金保険料が免除されている

期間とされているが、私の母が、免除されていた私の分の国民年金保険料

を一括納付したという話を聞いたことがあるので、申立期間の国民年金保

険料が免除とされており、追納の記録が確認できないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「国民年金の加入手続や、申立期間の国民年金保険料の納付は

私の母が行っており、免除されていた私の国民年金保険料を、母が補充して一

括納付したという話を聞いたことがある。」と供述しており、申立人本人は、

申立期間の国民年金保険料の追納に関与していない上、申立人の母親は既に亡

くなっており、申立期間の国民年金保険料に係る納付方法、納付時期、納付額

等について供述を得ることができない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の被保険者の手帳記号番号の

払出時期からみて、昭和38年７月以降にＡ町において払い出されたものと推

認でき、Ａ町の国民年金被保険者名簿において、申立人の昭和37年度の国民

年金保険料が過年度納付、38年４月から同年６月までの国民年金保険料が現

年度納付とされていることから、申立人の母親が申立人の国民年金の加入手

続を行った際、申立期間に係る国民年金保険料の免除を申請し、免除を申請

できなかった申立期間より前の期間についてのみ国民年金保険料を納付した

ことがうかがえる。 

さらに、前述のＡ町の国民年金被保険者名簿及び国民年金被保険者台帳にお

いて、申立人の申立期間の国民年金保険料が追納された記録は確認できず、

ほかに申立期間の国民年金保険料を追納していたことをうかがわせる事情は



  

見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料が

納付されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を追納していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案2394 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和48年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和48年４月から同年６月まで 

昭和45年５月頃に、義父が私の国民年金の加入手続を行ってくれた。申

立期間の保険料については、隣組の婦人会が持ち回りで集金しており、保

険料を納付したことに間違いは無い。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、隣組の婦人会が国民年金保険料を集金して

いたと供述しているが、申立人に係る国民年金被保険者台帳から、申立人が国

民年金被保険者資格を取得した昭和44年８月から48年９月までの未納とされて

いた期間のうち、申立期間直前の44年８月から48年３月までの保険料を、第２

回特例納付の実施期間である50年９月に一括して特例納付していることが確認

できる上、申立期間直後の48年７月から同年９月までの保険料についても、50

年９月に過年度納付していることが確認できることから、申立期間についての

み、現年度で隣組の婦人会に保険料を納付したと考えるのは不自然である。 

また、申立期間は第２回特例納付の納付対象期間ではなく、第２回特例納

付によって国民年金保険料を納付することができない期間である上、第２回特

例納付及び過年度納付を行った昭和50年９月の時点では、申立期間は時効によ

り保険料を納付することができなかった期間である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案 2395 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年２月から６年 11月までの期間及び 10 年６月の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年２月から６年 11月まで 

② 平成 10年６月 

    父が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料も父が納付していた。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、Ａ市の国民年金被保険者名簿により平成８年 12

月 11 日に国民年金の加入手続が行われた記録が確認でき、申立人の国民年

金加入手続を行ったとする申立人の父親も、「手続をした日時の記憶は曖昧

だが、その辺りの日付で手続をしたと思う。」と供述しており、オンライン

記録からも同年 12月 18 日に申立人に係る現年度分の国民年金保険料（同年

４月分から９年３月分まで）が納付されていることが確認できる。 

また、申立人の父親は、「納付書が届いたら間違いなく納付してい

た。」と供述しており、平成９年１月 20 日に申立人に係る過年度分の国民

年金保険料（６年 12 月分から８年３月分まで）を納付していることが確認

できるものの、当該時点では、申立期間①は、時効により保険料の納付がで

きないことから、当該期間に係る納付書が送付され、保険料の納付ができた

とは考え難い。 

 

２ 申立期間②については、オンライン記録により、平成 10 年６月５日に申

立期間を含む同年５月から 11 年３月までの期間の国民年金保険料が一旦納

付されていることを確認できる。 

しかしながら、申立人が平成 10 年５月 11 日に第２号被保険者（厚生年

金保険被保険者）となったため、同年５月から 11 年３月までの国民年金保



  

険料を未経過期間に係る保険料として、申立人の父親が代理人となり保険

料の還付を請求し、この請求に基づき保険料の還付手続が行われたことが、

オンライン記録から確認できるとともに、申立人の父親は、同年８月６日

に過誤納として当該保険料の返金手続が行われたことに関し、「そのよう

な事があったと記憶している。」と供述している。 

また、国民年金被保険者名簿により、申立期間②に係る国民年金被保険

者資格の取得及び喪失の事務処理は、申立人が再度国民年金の被保険者資

格を取得した平成 13 年８月１日より後の同年 10 月 18 日に行われているこ

とが確認でき、この時点では、当該期間の保険料は時効により納付できな

い。 

 

３ このほか、申立人及びその父親が申立期間①及び②の国民年金保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

当該期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3513  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 大正 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月から 20年１月１日まで 

「ねんきん特別便」を確認したところ、Ａ社に勤務していた申立期間に

係る厚生年金保険の被保険者記録が無いことが分かった。同社の元従業員

が発行するＯＢ会会誌に記載されているとおり、昭和 19 年 10 月から同社

に勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻が提出したＡ社の元従業員が発行するＯＢ会会誌及びＯＢ会文

集により、申立人が昭和 19年 10月に同社に入社した旨の記載が確認できるこ

と、並びに大学の同級生で申立人と同期に同社に入社したとする同僚一人が、

「申立期間において申立人と一緒にＡ社Ｂ支所で勤務していた。」と供述して

いることから判断すると、申立人が申立期間に同社に勤務していたことは推認

できる。 

しかしながら、申立人と同じ大学を卒業し、昭和 19 年 10 月にＡ社に入社

したとされる申立人を含む 21 人のうち、同社Ｂ支所に配属されたとされる申

立人を含む同僚６人全員が、同社Ｂ支所に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿により、20 年１月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得しているこ

とが確認できる上、同社Ｂ支所以外の２事業所（Ａ社Ｃ本社及び同社Ｄ支所）

に配属されたとされる 15 人のうち、19 年 12 月に死亡した一人を除く 14 人全

員が、両事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、20 年２月

１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得していることが確認できることなど



  

から判断すると、当時、申立事業所では、全ての従業員について必ずしも入社

と同時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）では、申立人の

厚生年金保険被保険者資格の取得日は昭和 20 年１月１日と記録されており、

当該記録は、前述の被保険者名簿の記録及びオンライン記録と一致する。 

さらに、適用事業所名簿によれば、Ａ社Ｂ支所は、昭和 20 年９月 30 日に

厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、申立人及び当時の事業主

は死亡していることから、申立人の申立期間における厚生年金保険の加入状況

及び厚生年金保険料の控除等について確認できる関連資料及び供述を得ること

ができない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

    このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3514 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年９月１日から 35年３月１日まで 

             ② 昭和 35年７月 16日から 40年５月１日まで 

 平成 17 年２月に、私の厚生年金保険の被保険者記録を確認するために社

会保険事務所（当時）に出向いたところ、Ａ社に勤務していた申立期間①及

びＢ社Ｃ支店に勤務していた申立期間②について、厚生年金保険の脱退手当

金を受給したこととされていることが分かった。 

脱退手当金の請求手続を行ったことも、受給した記憶も無いので、申立

期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金について、申立人のＢ社Ｃ支店に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支給されたことを意味する

「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算

上の誤りは無く、申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約

７か月後の昭和 40 年 12 月 15 日に支給決定されたことが確認できるなど、一

連の事務処理に不自然さは見られない。 

また、厚生年金保険の脱退手当金は、本人又は本人から委任を受けた事業

主が脱退手当金裁定請求書に請求時まで加入していた全ての厚生年金保険被保

険者期間又は事業所名等の必要事項を記載した上で請求し、それに基づき社会

保険事務所において裁定処理を行い、原則として請求時までの全ての厚生年金

保険被保険者期間を対象として支給されるものであるところ、申立人の当該脱

退手当金の支給時点において、申立期間①の前に脱退手当金が未請求となって

いる複数の厚生年金保険被保険者期間が存在するものの、これらの未請求の被

保険者期間と申立期間①及び②に係る被保険者期間とは、別の厚生年金保険被



  

保険者記号番号で管理されている上、申立人の姓は旧姓のままであり、申立期

間に係る脱退手当金が請求された当時、社会保険事務所では、請求者からの申

出が無い場合、別の記号番号で管理されている被保険者期間を把握することは

困難であったものと考えられることから、支給されていない被保険者期間が存

在することに事務処理上の不自然さはうかがえない。 

さらに、申立期間②当時、Ｂ社Ｃ支店に勤務していた女性被保険者のうち、

連絡が取れた複数の者から、退職の際、会社から脱退手当金についての説明が

あった旨の供述が得られていること、及び退職時期は異なるものの、申立人と

同時期に同一部署に勤務していた複数の同僚に脱退手当金支給記録が確認でき

ることを踏まえると、申立人についても事業主による脱退手当金の代理請求が

行われていた可能性がうかがえる。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3515 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年６月から 48年９月まで 

年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録について照会したところ、申

立期間の被保険者記録が無いことが分かった。 

申立期間は、ホテルＡ内の「Ｂ社」販売店において店長として勤務して

おり、同社本社に店員の分も含めて給与を受け取りに行っていた記憶があ

るので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

勤務場所及び職務内容についての申立人の供述が具体的であること、及び

当該供述内容は、申立期間当時、ホテルＡ内に出店していたとするＣ社の回答

と符合することから判断すると、期間の特定はできないものの、申立人が、当

該ホテル内の同社販売店に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ｃ社は、「申立期間当時の関連資料を保存していないため、

申立人の勤務状況及び厚生年金保険の取扱いについては不明である。」と回答

している上、当時の事業主、及び同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿により、申立期間当時に厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚の多

くは死亡しており、連絡先が判明した同僚二人は病気療養中のため供述を得ら

れないことから、申立人の申立期間における勤務実態、厚生年金保険の加入状

況及び厚生年金保険料の控除等について確認できる関連資料及び供述を得るこ

とができない。 

また、前述の被保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の被保険者記録は

確認できず、健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落

したものとは考え難い。 

さらに、申立人の申立期間における雇用保険の被保険者記録は確認できな



  

い上、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

加えて、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）及びオンライン記録により、

申立人は申立期間のうち昭和 47 年６月から同年 12 月までの期間及び 48 年４

月から同年６月までの期間の国民年金保険料を現年度納付していることが確認

できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3516 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41年８月１日から 43年２月 17日まで 

  ② 昭和 43年３月１日から同年８月 16日まで 

  ③ 昭和 45年１月 26日から同年 12月 21日まで 

年金事務所の記録では、Ａ社に勤務していた期間、Ｂ社に勤務していた

申立期間①、Ｃ社に勤務していた申立期間②、及びＤ社Ｅ支店に勤務して

いた申立期間③について厚生年金保険の脱退手当金を受給したこととされ

ている。 

しかし、私が最初に勤務したＡ社に係る脱退手当金については受給した

記憶が有るものの、申立期間に係る脱退手当金については請求手続を行っ

たことも、受給した記憶も無いので、申立期間に係る脱退手当金の支給記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間当時の事務処理においては、脱退手当金を支給した場合、脱退手当

金の請求書類として提出された厚生年金保険被保険者証に脱退手当金を支給し

た旨の「脱」の表示を行うこととされており、申立人が所持している昭和 46

年２月４日に再発行された厚生年金保険被保険者証には、当該表示が確認でき

ることを踏まえると、申立人の意思に基づかずに脱退手当金が請求されたもの

とは考え難い。 

また、申立人はＡ社を退職後に同社の厚生年金保険被保険者期間に係る脱

退手当金を受給したことを認めているところ、オンライン記録において、同社

の厚生年金保険被保険者期間と申立期間に係る３事業所の厚生年金保険被保険

者期間は合算して、申立期間③に係る厚生年金保険被保険者の資格喪失日から

約４か月後の昭和 46年４月 23日に脱退手当金が支給された記録となっている



  

ほか、厚生年金保険脱退手当金支給報告書には、申立期間の脱退手当金に係る

支給対象期間、支給年月日等が記載され、オンライン記録と符合している上、

申立期間の最終事業所であるＤ社Ｅ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿には、脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記されてい

るなど、一連の事務処理に不自然さは見られない。 

さらに、厚生年金保険被保険者記号番号払出簿により、申立期間に係る脱

退手当金の支給決定日である昭和 46 年４月 23 日の約２か月前の同年２月 10

日に、申立期間③のＤ社Ｅ支店に係る厚生年金保険被保険者記号番号を、申立

人が脱退手当金の受給を認めているＡ社、申立期間①のＢ社及び申立期間②の

Ｃ社に係る厚生年金保険被保険者記号番号に重複取消処理を行っている記載が

確認できる上、前述の申立人が所持する厚生年金保険被保険者証が申立期間の

脱退手当金の支給決定日の約２か月前の同年２月４日に再発行されていること

を踏まえると、申立期間を含む脱退手当金の請求に伴って厚生年金保険被保険

者記号番号の重複取消処理及び当該被保険者証の再発行が行われたものと考え

られる。 

加えて、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3517 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年６月２日から 57年２月 28日まで 

Ａ社の現場の責任者であり、技術者でもあった私の義兄であるＢ氏から、

「社会保険が付いているからＣ県へ勤務しに来ないか。」と提案されて、

私の妻と一緒にＤ市に所在した申立事業所（Ａ社かＥ社のいずれかは明確

ではない。）に入社した。私及び私の妻は、会社が用意してくれた社員寮

へ転居し、私は現場で作業員としての業務に従事し、私の妻は私たちが入

居した社員寮の業務に従事した。申立事業所は、工事現場附近に建ってい

た。私はＥ社から発行された「管理職教育修了証」を所持している。 

 申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は在籍していた事業所について、「Ａ社かＥ社のいずれかは明確で

はない。」旨供述しているところ、Ａ社に係る雇用保険の被保険者記録などか

ら判断すると、申立人が同事業所の業務に従事していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被

保険者名簿」という。）には、申立人の義兄に係る厚生年金保険の被保険者記

録は確認できるものの、申立人及びその妻に係る厚生年金保険の被保険者記録

は確認できず、健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠

落したものとは考え難い。 

また、被保険者名簿によれば、申立人及びその妻が名前を挙げた７人の同

僚等のうち、５人の同僚等の厚生年金保険被保険者記録については確認できな

いことなどから判断すると、申立事業所では、全ての従業員を厚生年金保険に

加入させていたとは限らない状況がうかがえる。 

さらに、被保険者名簿において、前述の被保険者記録が確認でき、連絡が



  

取れた５人は、「当時、Ａ社の各工事現場で雇用された者については、臨時の

現場作業員として必要な人員を充足するために現場監督の裁量で雇入れしてい

たものであり、正社員としての取扱いはしていなかった。」 と供述しており、

同社の承継会社であるＦ社本社は、「申立人は、現場単位で臨時的に雇用され

ており、正社員ではなかったと推定できることから、厚生年金保険被保険者資

格の取得手続を行わなかった可能性がある。」と回答している。 

加えて、申立人は、「Ｅ社から発行された『管理職教育修了証』を所持し

ている。」と供述しているが、Ｅ社本社総務部は、「『管理職教育修了証』は、

当社の下請け事業所の労働者等に対して交付するものであるから、申立人は当

社の社員ではなく、当社の厚生年金保険にも加入させていないと考えられ

る。」と回答しているところ、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

において、申立期間当時、申立人に係る厚生年金保険の被保険者記録は確認で

きない。 

また、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）及びオンライン記録によれば、

申立期間において、申立人及びその妻に係る国民年金保険料が納付されている

記録が確認できる上、申立人及びその妻は、いずれも「会社からは健康保険被

保険者証は受け取っていない。」と供述している。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3518 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年５月１日から平成４年５月１日まで 

代表取締役として勤務していたＡ社の申立期間に係る標準報酬月額が、

申立期間前後の標準報酬月額と比べて低く記録されている。申立期間当時、

報酬月額は41万円だったはずなのに、標準報酬月額の記録が15万円となっ

ているのは納得できないので、申立期間について、標準報酬月額の記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時、Ａ社の代表取締役として同社に在籍し、厚生年金

保険の被保険者であったことが、同社に係る登記簿謄本及び健康保険厚生年金

保険被保険者名簿により認められる。 

また、申立人は、「事業主として自分自身の名前で、社会保険事務所（当

時）に報酬月額に係る届出を行った。」と供述しているとともに、申立人及び

その長女は、申立期間当時の厚生年金保険事務担当は、当初、申立人の妻で

あったが、申立人の妻が死去した後は、申立人の長女が厚生年金保険の事務を

担当した旨の供述をしている。 

   さらに、申立人の長女は、「税理士の指導に従い厚生年金保険等の事務を

行った。報酬月額の変更等は、私個人でできることではなく、記憶が無い。」

と供述しているところ、申立期間当時、申立事業所と契約していた税理士は、

「Ａ社の経営が苦しい時期はあったが、給与の改定の時期や金額については、

資料が無く、憶
おぼ

えていない。」と供述している。 

   加えて、オンライン記録において、標準報酬月額が遡及して訂正されている

などの不自然な事務処理の事跡は確認できない。 

また、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金



  

保険料を給与から控除されていたことを確認できる確定申告書等の資料は無く、

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3519 

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年 11月１日から 40年７月１日まで 

    Ａ社からＢ社に事業所名称が変更となったが、勤務形態等は変わっていな

いにもかかわらず、標準報酬月額が給与総支給額に比べて低くなっている

ので、申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＢ社における申立期間の標準報酬月額については、同社に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録とオンライン記録は一致しており、標

準報酬月額が遡って訂正されるなどの不自然な形跡は確認できない。 

また、Ａ社及び前述のＢ社に係る被保険者名簿によれば、申立人と同日に

Ａ社に係る厚生年金保険被保険者の資格を喪失し、同日にＢ社に係る同資格を

取得していることが確認できる同僚５人全員についても、申立人と同様に、Ｂ

社における同資格の取得時の標準報酬月額は、Ａ社における同資格の喪失時の

標準報酬月額と比べて、１等級から５等級低いものとなっており、申立人の標

準報酬月額のみが不自然である事情はうかがえない。 

さらに、適用事業所名簿によれば、Ｂ社は既に厚生年金保険の適用事業所

に該当しなくなっており、当時の事業主は既に死亡し、経理事務担当者も詳細

は不明と回答している上、前述の被保険者名簿により厚生年金保険の被保険者

記録が確認できる複数の同僚から聴取しても、申立人の申立期間における厚生

年金保険料の控除等について確認できる関連資料及び供述を得ることができな

い。 

加えて、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の

控除について確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、このほか、申

立期間においてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3520 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年３月１日から 27年４月１日まで               

    昭和 24年４月 11日にＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所に入社し、同社事業

所内学校に在籍した３年間のうち、同年４月 11 日から 25 年３月１日まで

の期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できるにもかかわらず、

同日から 27 年４月１日までの期間に係る同被保険者記録が確認できないこ

とには納得できないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人がＡ社Ｃ事業所を退職する時に同社から交付された「退職金計算」、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間当時、厚生年

金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚の供述及びＢ社が提出した申立

人に係る人事記録により、申立人は、昭和 24年４月 11日にＡ社に入社し、同

日付けで同社事業所内学校に配属され、申立期間において同社に継続して勤務

していたことが認められる。 

   しかしながら、厚生年金保険被保険者記号番号払出簿及び前述の被保険者名

簿により、申立人と同様に、昭和 24年４月 11日にＡ社Ｃ事業所における厚生

年金保険被保険者の資格を取得し、25 年３月１日に同資格を喪失した後、27

年４月１日に同資格を再度取得している者が 81 人確認できる上、申立人が名

前を挙げた同僚二人を含む、聴取できた同僚５人全員が、「昭和 24 年４月 11

日の入社と同時に事業所内教習所（後に事業所内学校と名称変更）に入り、卒

業までの３年間は会社から奨学金が支給された。25 年３月１日から 27 年４月

１日までの期間は、会社が厚生年金保険に加入させていないことは承知してい

た。」と供述していることから判断すると、事業主は、事業所内教習所の在籍



  

者については、その在籍期間の全てについて厚生年金保険に加入させていたと

は限らない事情がうかがえる。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の記録は、前述

の被保険者名簿及び払出簿の記録と符合しており、申立人の申立期間における

厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

   さらに、Ｂ社は、申立人の申立期間に係る給与からの厚生年金保険料の控除

について、「根拠となる資料等が無いので、不明である。」と回答している上、

申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、このほか、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

   これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3521 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年６月７日から 39年 11月８日まで 

    年金事務所の記録では、Ａ社の厚生年金保険の被保険者期間は、脱退手当

金支給済期間とされている。しかし、結婚のため、同社を昭和 39 年に退職

し、その後、夫の転勤に伴いＢ市からＣ市に転居したが、同社退職後５年

以上が経過した時期に、脱退手当金の受給のための手続を行ったはずはな

いので、脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の脱退手当金は昭和 45年１月 29日

に支給決定されているところ、年金事務所には、申立人に係る脱退手当金裁定

請求書（昭和 44 年 11 月 15 日受付）、脱退手当金計算書及び通算老齢年金制

度について説明を受けた上で脱退手当金を請求する旨の、申立人が自署及び押

印したと認められる書類が保存されている上、同裁定請求書に申立人の当時の

居住先として記載されているＣ市内の郵便局に送金する手続が行われていると

認められることなどから判断すると、申立人自身が脱退手当金の請求を行った

ものと認められるほか、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえない。 

   また、前述の裁定請求書では、脱退手当金の支給対象となる厚生年金保険の

被保険者期間として届け出られている期間は、Ａ社に係る期間のみであり、同

被保険者期間が２か月の、同社と同じ厚生年金保険被保険者記号番号で記録さ

れている事業所に係る期間を含む、脱退手当金支給決定日前の他の３つの被保

険者期間は支給対象期間としては届け出られていないことが確認できる。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3522 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年５月頃から 52年 12月頃まで 

    年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、Ａ社に勤務

していた申立期間に係る被保険者記録が無いとの回答を受けた。 

    日雇労働者の雇用形態で、補助作業員として勤務していたことは事実であ

るので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間当時、厚生

年金保険の被保険者記録が確認できる同僚の一人が、申立人が勤務していたと

記憶する作業場が当時実在しており、申立人が担当していたと供述する作業が

当該地で行われていたと供述していることなどから判断すると、勤務期間の特

定はできないものの、申立人が同社の業務に従事していた可能性はうかがえる。 

   しかしながら、前述の被保険者名簿では、申立人の申立期間における厚生年

金保険の被保険者記録は確認できず、健康保険の整理番号にも欠番が無いこと

から、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

   また、前述の被保険者名簿により、厚生年金保険の被保険者記録が確認でき

る同僚３人（うち一人は、前述の同僚）の厚生年金保険被保険者資格の取得時

期は、各人が記憶する勤務開始時期よりそれぞれ 10 年程度遅くなっており、

うち二人の同僚は、「日雇労働者として勤務を開始し、厚生年金保険被保険者

の資格を取得するまでに数年間を要した。」と供述していることから判断する

と、事業主は、従業員について、必ずしも勤務開始と同時に厚生年金保険に加

入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

   さらに、適用事業所名簿によれば、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所に

該当しなくなっており、事業主の連絡先は不明で、当該事業主の親族に照会し



  

ても回答を得ることができず、申立人の申立期間における勤務の実態、厚生年

金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除等について確認できる関連資料及

び供述を得ることができない。 

   加えて、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、このほ

か、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


